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第４８０回（定例）福崎町議会会議録 

平成３０年９月２７日（木） 

午前９時３０分  開  会 

 

  １．平成３０年９月２７日、第４８０回（定例）福崎町議会は、福崎町役場に招集された。 

 

  １．出席議員    １４名 

      １番  松 岡 秀 人       ８番  山 口   純 

      ２番  柴 田 幹 夫       ９番  牛 尾 雅 一 

      ３番  三 輪 一 朝      １０番  冨 田 昭 市 

      ４番  北 山 孝 彦      １１番  小 林   博 

      ５番  前 川 裕 量      １２番  石 野 光 市 

      ６番  河 嶋 重一郎      １３番  城 谷 英 之 

      ７番  木 村 いづみ      １４番  高 井 國 年 

 

  １．欠席議員（な し） 

 

  １．事務局より出席した職員 

    事 務 局 長  木ノ本 雅 佳  主      査  塩 見 浩 幸 

 

  １．説明のため出席した職員 

    町 長  橋 本 省 三  副 町 長  尾 﨑 吉 晴 

    教 育 長  髙 寄 十 郎  上下水道事業管理者  近 藤 博 之 

    技 監  吉 栖 雅 人  会 計 管 理 者  小 幡 伸 一 

    総 務 課 長  山 下 健 介  企 画 財 政 課 長   吉 田 利 彦 

    税 務 課 長  尾 﨑 俊 也  地 域 振 興 課 長   松 田 清 彦 

    住 民 生 活 課 長   谷 岡 周 和  健 康 福 祉 課 長   三 木 雅 人 

    農 林 振 興 課 長   松 岡 伸 泰  ま ち づ く り 課 長   福 永   聡 

    上 下 水 道 課 長   成 田 邦 造  学 校 教 育 課 長   岩 木 秀 人 

    社 会 教 育 課 長  大 塚 久 典 

 

  １．議事日程 

    第 １ 一般質問 

 

  １．本日の会議に付した事件 

    第 １ 一般質問 

 

  １．開会及び開議 

 

議    長 皆さん、おはようございます。 

       ただいまから、本日の会議を開きます。 

       ただいまの出席議員数は１４名でございます。 

       定足数に達しております。 

       それでは、これより本日の日程に入ります。 

       本日の日程は、お手元に配付しております議事日程に記載のとおりであります。 
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日程第１ 一般質問 

 

議    長 日程第１は、一般質問であります。 

       それでは、通告順に発言を許可をいたします。 

       ５番目の質問者は、石野光市議員であります。 

       質問の項目は 

       １、防災・減災について 

       ２、学校教育について 

       ３、給食センターについて 

       ４、総合計画について 

       ５、交通安全について 

       以上、石野議員。 

石野光市議員 通告順に従い、一般質問をさせていただきます。 

       第１の項目は防災・減災についてであります。 

       本年６月１８日、午前７時５８分ごろ、大阪府北部を震源として発生した地震

で、登校途中の女子児童が地震により倒壊したブロック塀により亡くなるとい

う痛ましい事態が起こりました。全国的に学校・公共施設は、点検と不具合箇

所の改善が行われ、さらに民間施設、個人住宅を含め、現在のブロック造等の

基準に満たないものについて撤去、もしくは基準に合った物への改造、軽量フ

ェンスへの更新などが奨励されています。地震等での塀の倒壊で人身事故や物

損事故が起こった際には、塀の所有者に賠償責任が問われる例もあるようです。 

       兵庫県では７月２３日、大阪北部を中心とした地震を受け、コンクリートブロ

ック塀のチェックポイントに基づく安全点検を行い、危険性が確認された場合

には、付近通行者への速やかな注意表示等、補修・撤去等を行うよう呼びかけ

ています。さらに県は新たに制度を設け、既設のブロック塀等についての相談

窓口を設け、道路に面したブロック塀について個人住宅、民間の社会福祉施設

が所有するもののうち、建築基準法に不適合となったもの、市町が危険だと判

断したものについてブロック塀の撤去費用の３分の２を上限２０万円、民間の

社会福祉施設には上限１６０万円として助成する制度の創設を発表し、各市町

にこの制度の活用を呼びかけていると報じられました。 

       災害に強いまちづくり、減災を進める上で、こうした危険を取り除く取り組み

は重要と考えるものであり、住民の皆様にもこうした情報を積極的に伝え、周

知を図るとともに、この県制度を当町でも町単独で行うよりはるかに町負担、

個人負担ともに少なく実施できるものであり、活用すべきものと考えるもので

すが、いかがでしょうか。この県制度の実施期間や具体的な内容についてもあ

わせて説明を求めるものです。 

まちづくり課長 ７月２３日に県から記者発表がございまして、新聞報道では兵庫県は道路に面

し、危険と判断された住宅のブロック塀を撤去する所有者に対しまして、費用

の３分の２を上限２０万円まで補助する制度を創設すると発表したとあります。

県では９月の県議会で補正予算の議決後に補助制度を開始すると聞いておりま

す。平成３０年度の単年度事業でありまして、町も６分の１の随伴補助が必要

となる見込みでして、事業主体につきましては市町となります。しかしながら、

現在のところ、県から正式な通知はございませんし、町といたしましても予算

措置が必要なこともございますので、実施については現在検討中でございます。 

石野光市議員 実施期間については、県は３０年度のみというふうにしているのでしょうか。 

まちづくり課長 新聞報道等を見ますと１０月５日に県議会の議決がありまして、その後に県は
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要綱を整備しまして、３０年度、半年しかございませんけれども、３０年度単

年度事業と聞いております。 

石野光市議員 残された時間、３０年度ということになりますと、本当に数カ月というふうな

ことになっておりますけれども、やはり町内でも通学路に面するブロック塀の

点検も行われたようであります。やはりこの県の制度では通学路であるとない

とにかかわらず、とにかく道路に面したブロック塀について対象とするという

ふうな内容のようでありまして、本当に積極的に活用を求めておきたいという

ふうに思います。本当に防災・減災という点で、非常に有効なものだというふ

うに考えております。 

       現行の町の産業活性化緊急支援事業、いわゆる住宅改修助成制度を用いても、

費用２０万円以上の工事で８％、８万円以内の助成を受けることができると考

えますが、県制度のほうが住宅所有者にとってはるかに有利に塀の除去はでき

ますが、除去した後、かわりに軽量フェンスを設置したいという場合には、こ

の工事費が２０万円を超えれば、この町の制度の対象になるということでしょ

うか。 

地域振興課長 産業活性化緊急支援事業として、フェンスの設置等の防犯機能の付与及び強化

のための工事も対象工事としておりますが、そのほかにも補助対象者や対象住

宅、施工業者などの要件もありますので、補助金の活用を検討されている方に

は事前確認をお願いしているところでございます。 

石野光市議員 着工前に見積書でありますとか、見積業者について可否をやはり町に申請する

以前に確認していただくということは当然必要なことだというふうに思います

し、そうした周知も以前にも行われておりましたけれども、こうした今、塀の

撤去あるいはつくり直し、軽量フェンスへの切り替えというふうなことを検討

されている方も町内にもいらっしゃるようでありますから、こうした時期を捉

えて、そうした周知も図っていただけたらというふうに思います。 

       期間が限られている事業であれば、なお活用しやすいように、町としての周知

や制度の充実、役場窓口での問い合わせや相談に答えられるよう対応を望むも

のですが、これについてはまだ町として県の制度に随伴というんでしょうか、

共同事業として取り組んでいくかどうか、まだ決定をされていないようであり

ますが、もし取り組んでいくというふうになりましたら、今、県の窓口として

福崎町は中播磨県民センターに電話で問い合わせるようにというふうに指定を

されているようでありますが、制度を活用するというふうになれば、町が窓口

となっていろいろな相談にも乗っていただけるということでしょうか。 

まちづくり課長 町としまして取り組むと決定した場合には、町が事業主体となりますので、相

談や補助金の申請を町のほうで受付をいたします。 

石野光市議員 繰り返しになりますけれども、積極的な検討を求めておきたいというふうに思

います。 

       学校教育について、お尋ねをいたします。 

       ９月６日、文部科学省は児童生徒の携行品に係る配慮についてと題する事務連

絡を全国の各教育委員会等に行ったことが報じられています。これは、小中学

校の児童生徒のランドセル、通学かばん、ナップザック等が重くなり過ぎ、登

下校の際の負担が過重となり、身体の健やかな発達に影響が生じかねないこと

等の懸念や、保護者等からの配慮を求める声が寄せられていることから、適切

な配慮を要請するというものであります。 

       今年６月に松平浩一衆議院議員が行った質問主意書等、これに対する安倍内閣

政府の答弁書からこの問題についての要点を挙げますと、「近年、学習内容の
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増加に伴い、小中学校の教科書のページ数が増加し、その重量も増加していま

す。業界最大手の東京書籍株式会社によりますと、約４０年前に使われていた

小学３年生の国語・算数・理科・社会の同社教科書の重さは計約９９０グラム

であったのに対し、現行版では計約２，１５０グラムになるとのことです。教

科書の大きさやページ数などは、かつて国の教科書検定の細則で決められてい

ましたが、同細則は１９８９年に廃止になっています。その後も一般社団法人

教科書協会が業界ルールの目安を設けていましたが、公正取引委員会から排除

勧告がなされた後、２００２年発行の教科書からは大きさ、ページ数、カラー

の分量などが完全に自由になり、より大きく見やすくの流れが一気に加速し、

紙質も変わったと言われております。現在の教科書の過度な重量化を是正する

ためには、教科書協会等により教科書の大きさやページ数について、一定の従

うべき基準が定められることも必要ではないか。一般論としてこのように児童

の健康や安全を目的とする場合、独占禁止法第８条第４号にいう構成事業者

（一部略）の機能または活動を不当に制限することには該当しないのではない

か。このような教科書の重量化にもかかわらず、学校に教科書を置いて帰る、

いわゆる置き勉を禁止する学校は多い。置き勉について公的なルールはないが、

文部科学省は教科書を持ち帰るかどうかは各学校の判断。ただ、体の小さい低

学年に対しては、状況を見きわめて判断してほしいとしている。」と伝えられ

ています。 

       長年の慣行となってしまっている置き勉禁止について、各学校における自主的

な対応では限界があると思われる。置き勉の容認について政府が統一的な指針

を策定し、あわせて具体的対応に係る必要な支援等も行うべきと考えるが、政

府の見解と取り組みを示されたい。 

       これに対する政府の答弁書は、要旨、次のようなものです。「ご指摘の小学校

及び中学校の教科書については、おおむねページ数が増加し、判型が大判化す

る傾向にあると認識しているものの、教科書は民間が創意工夫を生かして著作

編集を行うものであることから、現時点において教科書の重量を制限すること

は考えていない。また、一般に授業で用いる教科書その他の教材について、ど

のような教材を持ち帰らせ、どのような教材を置いて帰らせるかについては、

児童生徒の発達段階や学習上の必要性、通学上の負担などの実態を考慮し、各

学校において適切に判断すべき事柄であることから、文部科学省において、各

教育委員会等に対し、各学校において適切な指導が行われるよう、様々な機会

を捉え、周知に努めてまいりたい。ご指摘の教科書の大きさやページ数につい

て一定の従うべき基準を定めることが私的独占の禁止及び公正取引の確保に関

する法律、いわゆる独占禁止法第８条第４号に規定する行為に該当するか否か

は個別具体的な事情により判断されるものであり、一概にお答えすることは困

難である。」というものです。 

       通知のいわゆる事務連絡という形でありますが、文部科学省の文書の内容とし

ては、具体的な対応については各学校での保護者等とも連携し、学校に置くこ

ととする教科書や教材等について検討し、通学の際のランドセル等が過重とな

らないよう配慮することを要請するというものと考えますが、いかがでしょう

か。工夫例として１日に多くの教材を持ってきたり持ち帰ったりすることを避

ける取り組み、日常的に学校に置いておく物をリストアップして、年度当初に

児童生徒に周知する。盗難防止に各教室の施錠を放課後行う等が紹介されてい

ます。教科書が以前と比較して大型のサイズとなり、相当、小学校低学年でも

ランドセルが重くなっていること。水筒を持参することが普通に求められてい
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ることなどが一般的に挙げられています。現行どおり学校に教材を置くことを

原則認めないということであれば、広く指摘されている過重負担の改善が進ま

ないこととなります。教科書のサイズを以前の大きさのものに戻すことも、い

わゆる今の申し上げました質問指標にありましたけれども、政府の対応はそう

いう形でありました。 

       しかし、引き続き、こうした問題についての要請、意見は当町の教育委員会と

しても上げていっていただきたいというようにも思うものですが、当面の改善

策はそれとともに急がなければならないと思います。ぜひ、事務連絡の通知に

あるように保護者等とも連携し、さらに当事者の児童生徒への説明や意見を聞

く取り組みも行いながら、速やかに改善が図れることを強く願うものですが、

いかがでしょうか。 

学校教育課長 現在のところ、重さや大きさで児童生徒の負担になっている習字セット、絵の

具、鍵盤ハーモニカ、社会科の資料集や辞書などは、勉強道具を学校に置いて

おくというような観点でもほぼ認めておるところでございます。また、長期休

業中や課題で必要な場合には、学期末等で持ち帰りが集中しないように分散し

て計画的に持ち帰るような具体的な指導も教師からしているところでございま

す。 

       また、保護者の連携という点では、栽培プランターや夏季休業中の工作などは、

懇談会や運動会等の機会を利用して、保護者にも持ち帰っていただくなどのご

協力もお願いをしているところでございます。 

       そのような中、このたびの文部科学省の通知は、一定の工夫や配慮を求めると

いうものでございます。国レベルでの根本的な取り組みでございますとか、あ

と、施設的な鍵、スペースなどの課題もあるかと思いますが、児童生徒の負担

をできる限り軽減し、かつ学習効果も上げられるよう、そして児童生徒の幸せ

につながるよう通知に沿った検討を学校と連携して考えてまいります。 

石野光市議員 今も既に一定の配慮といいますか、対応は行っているという内容だったかと思

うんです。実際に紹介しました質問主意書の中でもありましたように、小学校

３年生の４教科で以前４０年前は９９０グラムが、今は２，１５０グラム。４

教科だけでこれだけの重さになっておりますから、３年生から、４年、５年、

６年というふうに学年が上がれば上がるほど重たくなってしまうし、また１年

生、２年生ということになれば、教科は少なくとも子どもの体が小さいという

関係で、やはり過重負担ということも生まれてしまうと。根本的な対策が何と

いっても欠かせないというふうにも私も思っております。そうした面での意見

を上げていただくということも本当に大事だと思います。 

       と同時に、できる限りの工夫なり対応について図っていかなければ、この問題、

実際に日々学校に通学されている小中学生の保護者の方などからも、通学路が

遠くなると本当に深刻であるというふうな話も聞いたりしております。本当に

発育期の、成長期の児童生徒の姿勢やら、本当に背中が痛くなる、腰痛が起こ

る等々のことが全国的に生まれているということで、社会問題ともなっており

ます。 

       取り組みを進めている例も事務連絡の中でも紹介をされておりますけれども、

一層こうした内容についても保護者や児童生徒にも説明しながら改善が図られ

るよう強く望むものですが、改めてこの点についてはいかがでしょうか。 

学校教育課長 先ほど議員のほうから小学校の低学年等とのお話もいただいたところでござい

ますが、我々もこの件について検討する中で、中学校におきましても教科書や

副教材の大判化、ページ数の増加が著しいというようなことも認識をしている
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ところでございます。それらの点も踏まえまして、我々としてやれることにつ

いてはすぐ検討ができることでございます。既に学校のほうでもそれぞれ検討

をいただいているところでございますので、進めてまいりたいと考えておりま

す。 

石野光市議員 現実に教科書がページ数が増え、大判化して重くなっているという問題につい

て、私自身の考え方といいますか、年配の方はよくわかると思うんですけれど

も、新聞紙などは昔は一部が同じページ数でも大変重たかったけれども、今は

新聞も薄くなって、大変軽量化が図られております。読みやすさという点につ

いて何ら遜色もないわけでありまして、日本のそういう印刷技術、紙の技術で

こうした問題は本当に改善できる内容であると思いますし、とにかくページ数

の制限よりも、とにかく重さが重くならないように、分冊化というふうなこと

も以前行われていたのが統合化されているというふうな声もよく聞くわけであ

ります。本当にその根本的な改善を求めつつ、実際に子どもが教科書等を一定

学校に置いて帰るということについての認める方向での取り組みも支障のない

範囲で検討いただけたらというふうに思うところであります。 

       続いて、給食センターについてお尋ねいたします。 

       ６月１５日、給食センターでの異物混入として羽虫の混入が発生しています。

検収口、下処理室の扉の間、配送口での虫の混入を防止するというエアカーテ

ンの機能の充実を図る取り組みなどは検討できないか。強風時はともかく、扉

の開く際には風に乗って羽虫等が侵入することを防ぐ有効な機能の充実を図る

ことについての考え方はいかがでしょうか。 

学校教育課長 エアカーテンの風量増及びビニールカーテンの設置による開口部の縮小、また

開口時間の減ということを現在検討しております。それらによりまして、機能

の充実に努めてまいりたいと考えております。 

石野光市議員 異物混入の虫の問題でいいますと、とにかく給食センターの建屋内に虫を侵入

させないということが本当に肝心であるというふうに思います。それを防ぐ機

能が一層強化されて、本当にこれがなかなか難しい課題ではあると思いますが、

最善の取り組み、いわゆる他の給食センターでの進んだ取り組みの例なども常

に参考にしながら改善が図られるよう強く望んでおきます。今、検討している

ということありますので、効果が上がることを期待しております。 

       総合計画についてお尋ねいたします。 

       平成２９年３月２８日制定の福崎町開発事業等調整条例は、県条例の対象とな

らない５，０００平方メートル以下のソーラー発電設備の設置等にも開発者に

よる住民自治会への事前説明等を求めるという内容で、当時からこうした条例

の必要性を訴えていたものとして、第１条で「この条例は（一部略）、開発事

業等に関し、町開発事業者及び町民の相互の理解と協力を促進するため、開発

調整に関する基準、手続及びその他必要な事項を定め、総合的な調整を行うこ

とにより、適正な土地利用の推進を図り、地域の特性に応じた良好な地域環境

の形成を図るとともに、安全で機能的なまちづくりを推進することを目的とす

る。」としており、この条例制定の際の議案説明の際にもそうした積極的な住

民の該当の開発に対する意見表明や要望を開発者に伝えられるという特徴は意

義あるものと確信しています。この条例がそれにふさわしく総合計画の案にお

いても位置づけられるよう要望するものですが、いかがでしょうか。 

企画財政課長 この開発事業等調整条例は、議員言われますように大変意義のある条例だと思

っております。 

       総合計画の案においても位置づけされてはどうかということですが、議員ご承
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知のとおり、条例等は町が政策課題を解決したり、政策目標を実現するために

議会の議決を経て制定されるもので、この条例につきましても当然今後も町は

そのルールに従って事務事業を、町民、開発事業者もそのルールに従ってその

責務を果たさなければならないということは言うまでもありません。そういう

意味合いから総合計画におきます町の取り組み、施策や目標としての位置づけ

につきましては記載できかねますが、この条例における目的であります町開発

事業者及び町民の相互理解と協力の促進、それぞれの責務であります情報の提

供や共有の面では、基本計画の第１章地域づくり行政の情報の提供と共有の促

進の現状と課題のところで記載できないかどうか、前向きに検討させていただ

きます。 

石野光市議員 いわゆる住民の意見を開発業者にも伝えられるし、開発業者はそれに対する回

答を行うということ、そうしたことが町も関与して、単に自治会と開発業者だ

けのやりとりではなくて、町もそれについて見ていくという大変その点はすぐ

れた内容だというふうに思っております。そうしたことで、そうした性格が第

三者が見てもそういうこの条例の積極的な部分が読み取れるような内容になれ

ばというふうに強く願っておるものであります。今、答弁がありましたので、

そうした方向で記述をしていただくよう求めておきます。 

       交通安全についてお尋ねいたします。 

       町内には、自歩道、自転車通行できる歩道が設定されている歩道が幾つかある

ようですが、具体的にどのような設定が行われているのでしょうか。 

       今日、広くアシスト機能としてバッテリー駆動による加速性能が付加された自

転車も普及している状況もあり、また、免許証を返納した方がそうした乗り物、

自転車を利用される例もこれからもあるかというふうに思います。そうしたこ

とも踏まえてお尋ねをするわけであります。 

       近年では、警察、公安委員会では、自転車は軽車両として車道を走行すること

が基本であるということがテレビなどでもアナウンスをされる。極力、自歩道

の設定を認めない方向であるかとも考えているところでありますが、当町では

自歩道の設定が行われていて、本当に車道の幅員というふうな道路構造の問題

もあったりして、自転車の安全も守らなければならないという中で進んでいる

というふうには認識をしております。 

       ただ、自転車が歩道を走行することの歩行者への危険と、歩道を自動車が横断

する場面が店舗入口や狭い細い道路との交差部で発生することで、自転車の安

全性にも問題があるという２つの危険性が認められているようであります。し

かし、ややもすると自転車に乗っている方は歩道を走っているということから、

車の歩道への進入の場面があることに対して無警戒になりがちなようです。実

際に車の運転者からは、意外に速い速度で歩道を自分の車に向かって接近して

くる自転車を目撃する例が間々あるようです。右折で、特に夜間の雨降りなど

店舗の駐車場や交差する狭い道路に進入しようとする場合が特に危険になるわ

けであります。自転車に乗る小学生、中学生には、学校などでこうした点をし

っかり啓発していただけるよう、また社会人、一般、高齢者にも同様の、また

車を運転する方にも自転車、歩行者にも自歩道の町内での設定状況について、

自歩道の区間が見てわかるような道路地図も作成していただければ、必要に応

じて閲覧・配布して注意喚起につながるものと考えるのですが、いかがでしょ

うか。 

住民生活課長 議員言われましたとおり、自転車につきましては道路交通法上は軽車両に分類

されまして、基本的には車道の左側を通行しなければならないこととなってお
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りますが、自転車通行可の道路標識がある場合は、歩道を通行することができ

るとなっております。 

       町内の道路で歩道のあるところにつきましては、ほとんどが自転車通行可の自

歩道となっておりますので、自歩道の道路地図は必要はないかと考えておりま

す。小中学校の生徒を初め、自転車を乗られる方への細い道路との交差点や店

舗出入口での危険性の認識も当然必要なことではございますし、一方、車のド

ライバーの方につきましては、歩道を横断する際には一旦停止をして、最後確

認する必要もありますので、そういった意識の徹底も必要かというふうに考え

ております。 

石野光市議員 自転車の性能というんでしょうか、スピードが容易に出やすいアシスト機能で

ありますとか、若い方などは特にアシスト機能などなくても十分スピードが出

てしまうという中で、自歩道での特に走行において、自転車が速度超過になら

ないような啓発でありますとか、また車のドライバーに対して町内では自歩道

が一般的になっているということも広く伝えていただいて、一方で、自転車は

軽車両だから車道を走るんだというふうなアナウンスが行われている一方で、

町内では特にそうした事情のもとで歩道を自転車を走行することは認められて

いるということも広く繰り返し啓発していただくよう改めてこの点についても

求めておきたいというふうに思います。いかがでしょうか。 

住民生活課長 当然、そういった自転車を乗られる方の歩行者の方への配慮、それから歩道を

走っていても当然車両との危険性の認識と、そういったところにつきましては

当然注意のほうはしていきたいというふうには思っております。 

石野光市議員 一般にドライバーの方は、免許証の更新等で警察署などで講習も受けられると

いうふうに思います。警察のほうでも交通安全のためにさまざまな情報提供が

行われているようでありますけれども、特にこの福崎町ではそうした道路事情

になっているというふうなことも改めてお伝えいただきますよう、町からも警

察署のほうへも要望していただければというふうに思うところであります。い

かがでしょうか。 

住民生活課長 警察のほうにもそういった形では要望させていただきます。 

石野光市議員 一層、安全で暮らしやすいまちづくりというふうに進んでいきますように、一

層のご精励をお願いして、一般質問を終わります。 

議    長 以上で、石野光市議員の一般質問を終わります。 

       次、６番目の質問者は、冨田昭市議員であります。 

       質問の項目は 

       １、予防接種の必要性について 

       ２、社会的孤立に立ち向かう効果ある高い取り組みは 

       ３、未婚のひとり親世帯の寡婦控除「みなし適用」について 

       ４、小・中学生の登下校時の荷物と健康管理について 

       ５、認知症予防対策の充実について 

       以上、冨田議員。 

冨田昭市議員 議席ナンバー１０番、冨田でございます。先に提出いたしました通告に従いま

して、一般質問をさせていただきます。 

       今回の質問は、生活環境問題と健康・福祉の問題を取り上げ、先ほど議長が紹

介してくれました５項目について順次質問をさせていただきます。 

       １点目の質問は、予防接種の必要性についてでございます。 

       今年は、ウイルス性の感染症である風疹が首都圏を中心に急増して、全国に流

行が発生し始めている可能性が高いとの緊急情報を発表しており、当町の最も
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有効な予防方法と住民に向けた抗体検査の費用の助成については、どのように

なっているかのお尋ねするものでございます。 

       国立感染症研究所は８月２１日に国内流行が発生し始めている可能性が高いこ

とから、十分な警戒が必要であるというふうに言われております。感染は北海

道や福岡でも確認をされておりまして、全国の現在の患者数は、これは８月１

５日現在ですけども、１３９人となり、既に昨年の９３人を大幅に上回ってい

るわけでございます。ところがその後、国立感染症研究所は、９月４日に再度

報告をされまして、８月２６日には２７３人になったと報告して、わずか１０

日でもって１３４人が増え、倍近くに拡大し、昨年の同時期と比較いたしまし

て３倍の人が感染をしているわけでございます。これは１万４００人を超す患

者が確認された２０１３年の大流行の前兆によく似ていると、日本産婦人科の

医師会が指摘されておりまして、さらに注意を呼びかけているものでございま

す。 

       このウイルス性の感染症であります風疹は、ご承知のことと思いますが、通常

のインフルエンザの２～４倍も感染力が強いとされることから、せきやくしゃ

みなどの飛沫を受けまして空気感染でうつっていくものであります。症状は、

発熱やリンパ腺の腫れなどでありますけれども、自覚がない人も１５から３

０％いまして、気がつかないまま感染が広がるケースがあり、注意をしなけれ

ばならないわけでございます。中でも注意しなければならないのは、妊婦や妊

娠を希望する女性のいる家庭であります。妊娠初期の女性が感染しますと、赤

ちゃんが難聴や白内障、そして心臓病などを伴う先天性風疹症候群になるおそ

れがあります。予防はマスクや手洗いだけでは不十分とされまして、ワクチン

接種が最も有効な予防方法であると厚生労働省は注意を呼びかけているもので

ございます。 

       ただ、妊婦自身はワクチン接種を受けられないので、妊娠初期に受けた風疹に

対する免疫の有無を調べるに抗体検査でもって抗体が少ないとわかった場合に

は、家族を初め、周囲の人が早目に摂取するなど、予防に努める必要がありま

すが、この場合のワクチン接種はどのようになっているかお尋ねをするもので

ございます。 

健康福祉課長 福崎町におきましては、平成２５年度から風疹ワクチン接種費用助成を行って

おります。この助成対象者につきましては、昭和３９年４月２日から平成６年

４月１日生まれの男女のうち、接種を希望される方と、それから先ほど議員お

っしゃいました妊婦の同居家族の方になります。なお、風疹に罹患したことが

ある方、それから麻疹風疹、それから風疹ワクチンを２回接種済みの方及び妊

娠中の方は対象外となってございます。風疹ワクチンは２回接種することで９

５％以上の方が免疫を獲得できると言われております。 

       助成額につきましては、麻疹風疹混合ワクチンが７，５００円、風疹ワクチン

が５，０００円で、いずれか１回のみの助成としております。生活保護世帯の

方は接種費用の全額を助成しておるところでございます。 

冨田昭市議員 まだこれから妊娠の可能性がある女性があらかじめ抗体検査を受け、ワクチン

接種の必要性があれば確実に済ませておきたいわけですけども、この場合の助

成制度はどのようになっていますか、その点ももう一度お願いします。 

健康福祉課長 抗体検査の助成につきましては現在行っておりませんが、抗体の有無にかかわ

らず先ほど申し上げました対象者につきましては接種費用助成を利用いただく

ことができます。 

冨田昭市議員 また、妊婦やパートナーに向けた抗体検査の費用の助成を行っている自治体も
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多くなっているのも事実であります。神奈川県では９月に風疹予防のイベント

を開きまして、ワクチン接種歴がなく抗体検査を受けたことがない２８歳以上

の男女を対象に無料の抗体検査を実施しているわけでございます。こうした工

夫は参考になると思います。 

       特に３０歳から５０歳台の男性ワクチン接種を受けていなかったり、事前に感

染する機会が少なく、抗体の保有率が低いので国や地方の自治体は医療機関な

どと連携をしながら啓発活動を強化しながら接種率の向上に努めるべきである

と考えますが、当町の見解をお尋ねするものでございます。 

健康福祉課長 平成２年４月２日以降生まれの方につきましては２回ワクチンを受ける機会が

ございましたが、それより上の年齢の方は受けておられても１回、そして昭和

５４年４月１日以前に生まれた男性につきましては１回もその機会がなく、十

分な免疫を持たれない方がおられます。さらに風疹ワクチンの接種率の上昇に

伴いまして患者数が減り、自然感染する機会も減っておるところでございます。 

       現時点におきまして保健所等から注意喚起を受けているわけではございません

が、未来の赤ちゃんを守るためにも積極的な接種費用助成事業の利用勧奨を今

後も進めていきたいと考えておるところでございます。 

冨田昭市議員 先ほども少し触れましたけれども、感染はすごいスピードでもって増え続けて

いるわけでございます。今年の累計は昨年の３倍で、８月２６日付でもって２

７３人が感染をしていました。県別でもって申し上げますと、千葉県が８４人、

そして東京が７２名、神奈川県で２４人、埼玉県１８人の順で、これら４都県

でもって全体の７割を占めているわけでございます。ほかで多いのは広島県の

１０人と、愛知・福岡で９人、そして兵庫県と北海道で７人ずつというふうに

これも感染をしているわけでございます。そして、そのほかにも隠れ感染者が

多くいるのではないのかというふうなことも心配をされているわけでございま

す。その後、私も関心がありましたのでテレビを見ておりましたら、９月２１

日のテレビニュースでもって風疹の牽制を呼びかけまして、現在は４９６人が

風疹に感染し、昨年の５倍の速さでもって増え続けているので、注意を呼びか

けていました。本当に日増しにどんどん増えているのが現在の風疹であります。 

       福崎におきましては、広報等で住民の皆さんにしっかりと伝えていただきなが

ら、福崎町から感染者が出ないようにワクチン接種を呼びかけていただくなど、

水際の対策をしていただくことをお願いいたしますけども、その点はいかがで

しょうかね。 

健康福祉課長 現在のところ、風疹にかかられた方がおられるという情報は持っておりません

が、そういうことがないように先ほども申し上げましたように積極的な接種費

用助成の利用勧奨、これを進めてまいりたいと考えております。 

冨田昭市議員 よろしくお願いしておきまして、次に、２点目の質問は社会的孤立を解消する

ために必要な取り組みについてお尋ねをするものでございます。 

       高齢者になるにつれて外に出る機会が少なくなり、他者との接触がほとんどな

く、周囲に頼れる人がいないなど社会的孤立でもって単身世帯の増加等に伴っ

て顕在化しまして、健康への悪影響や生活困窮などを引き起こす要因ともなっ

ています。このようなことから、先の通常国会でも困窮の原因として社会的孤

立を明示した改正生活困窮者自立支援法が成立しまして対策を進めていく方向

性が打ち出されたわけでございます。 

       福崎町におきましても、高齢化が進むにつれまして、これまで人々を結びつけ

てきた地縁とか血縁等にかわりまして、高度成長期には会社の縁、すなわち社

縁がそれらの縁を吸収しながら一時期肥大化したわけでございます。しかし、
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非正規雇用が増えていく中でおきまして、社縁も次第に衰退しまして、社会的

孤立が広がっているのも事実でございます。現役世代では、非正規雇用だと職

場との縁が薄いだけではなく、低所得のために結婚できない若者も多くいるわ

けでございます。 

       一方、男性高齢者では現役世代に社縁の外に出る機会が少なく、地域とのつな

がりが少なく、地域とのつながりが弱かったために定年後にひとり暮らしする

など孤立状態に陥りやすく、単身高齢者の１５％が人と会話する頻度が２週間

に１回以下という調査結果も出ているわけでございます。 

       原稿を持っていると思いますので、その下の表を見てもらえればわかりますよ

うに、国立社会保障人口問題研究所の資料をもとに作成したものでございます

けれども、単身世帯の会話頻度というのを調査されているわけなんですね。世

帯のタイプは高齢と非高齢に分けまして、そして男性、女性のひとり住まいの

方を対象にとったものでございまして、毎日、私は対話していますよという方

が男性では４９％、これ高齢ですね。女性では６２．３％。そして、いや２日

か３日に１回くらいかなという方が要するに男性で２４．９％、女性では２５．

４％。さらに進んでいきまして、いや１週間に１回程度だという方は男性が１

１．１％でもって、女性が７．２％。次に怖いのはやはり２週間に１回程度だ

という方が男性高齢者では１５％にも達しているわけなんですね。１００人い

たら１５人が２週間に１回程度ということで、ほとんど口を開かないという方

が１５％いるということで、これは完全に危険な状態ではないかなというふう

に感じます。そして女性におきましては、５．１％という形でもって男性より

もはるかに少ないわけですけども、やはりこの男性のひとり住まいというのは、

非常に社会的な環境に乏しく、一人でもってむずむずしているという方が多い

のではないかなという感じがするわけでございます。 

       それで、その反対に非高齢者の場合は、やはり２週間に１回というのは男性で

は８．４％、女性では４．４％という形でもって数字的には若干多いんですけ

ども、この辺は結局、やはりひとり住まいになるとだんだんだんだん自分の社

会に入り込んでしまいまして、なかなかと社会との接点がなくなってしまって

るというのが現状でありますので、やはりこういうところに目を傾けていかな

ければいけないんではないかという感じもするわけでございます。 

       孤立はそれ自体が大きな苦しみの源になるわけでありまして、社会的な活力を

失わせてしまうわけでございます。さらに高齢者に関して言えば、孤立は健康

に直接影響するものと思います。一方、高齢者は社会的活動によって生活習慣

病のメンタルヘルスリスクが低くなることがわかっているわけなんですね。要

するに神経や精神の病の早期発見が難しくなってくるということですね。この

形でもってわかるんではないかなという感じがするわけでございます。 

       このようなことから、地域で高齢者が交流する機会を提供して、元気に暮らす

ことができれば、国民健康保険の支出も減らすことができるんではないかなと

いうふうに思いますが、当町のご見解をお尋ねするものでございます。 

健康福祉課長 社会的孤立につきましては、医療受診が遅れ、病気や認知症が悪化する原因と

なりまして、孤立死につながりやすくなります。また、災害時等にも支援の手

が遅れることがございます。 

       現在、取り組んでおります先ほど議員もおっしゃいました地域での地域支援会

議、我が事会議を通しまして、なぜ孤立していたのか原因等を分析しながら、

その方に合った支援策を地域の皆さんとともに考え、生き生きとした生活づく

りの支援をしていきたいというふうに考えております。 
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冨田昭市議員 先の通常国会では、生活困窮者自立支援法が改正されまして、困窮に至る要因

として社会的孤立が位置づけられているわけであります。この法律本来の目標

を明確化した意義深い法改正ではないかなというふうに思います。自立支援と

は、一言で言えば人と人のつながりづくりであると思います。 

       また、就労の一つは、これはそれだけでは自立の意味は狭くなるんではないか

なというふうな感じがするわけでございます。一般的な就労ではなくても、地

域とのつながりを持って、元気に暮らしてもらうことが法律の目標であり、そ

れを結果として地域にプラスの効果をもたらすことになるというふうに考えら

れます。 

       昨年は、社会福祉法が改正されまして、さまざまな課題を抱えた人や、また世

帯を包括的に支援できるように関係機関が関連していくことが法律上明記され

ました。これを踏まえまして、生活困窮者自立支援制度が中心となって、生き

づらさを抱えている人が居場所を確保し、お互いを認め合うことでより元気に

なるという好循環が進むことを求めますが、それぞれの地域でもって孤立を解

消する取り組みの実施状況をどのようになっているのか、お伺いをするもので

ございます。 

健康福祉課長 生活困窮者の自立につきましては、生活が成り立たなくなる以前の関わりが重

要ではないかと考えております。生活が成り立たなくなってからでは自立が困

難になると考えます。議員の言われます人と人とのつながりがあればというと

ころで、早い時点で助けが必要であると本人発信ができまして、また地域も早

く気がつくことが可能であると考えます。 

       先ほども申し上げましたが、各自治会における地域支え合い会議など、地域包

括ケアシステムの構築に向けては、この点も踏まえまして、打ち明け、受けと

められる地域づくりに努めてまいりたいと考えております。 

冨田昭市議員 また、少子高齢化の進展とか、あるいは未婚率の上昇による単身世帯の増加が

進んでいるわけでありまして、国立社会保障の人口研究所の推計によりますと、

日本の高齢者がピークに近づく２０４０年には一般世帯に占める単身世帯の割

合が１５年から４．５ポイント増の３９．３％まで上昇すると言われています。

また、単身世帯に占める６５歳以上の割合も４５％になりまして、高齢世帯の

孤立は認知症を初め心身の健康に影響を及ぼし、孤立死のリスクも高めるんで

はないかということが指摘されているわけでございます。 

       これらのことから、お互いを支え合う共生社会を実現するために求められる行

政のあり方をお伺いしておきます。 

健康福祉課長 高齢者の最も身近な居場所としまして、各自治会が主体となって取り組んでい

ただいておりますふくろう体操や、それからふれあい喫茶などへの参加の働き

かけをさらに支援していきたいと考えます。 

       また、健康面からいいますと、保健センターで毎月開店をしております福咲き

健康食堂は、人とのつながりづくりにも努めておるところでございます。 

       地域包括ケアシステム構築の目的にも入っております地域共生社会の実現に向

けまして、民生委員、それから社会福祉協議会等関係機関とも連携を図りなが

ら取り組んでまいりたいと考えております。 

議    長 一般質問途中でありますけれども、暫時休憩とりたいと思います。 

       再開は１０時４５分とさせていただきます。よろしくお願いいたします。 

◇ 

休憩 午前１０時２９分 

再開 午前１０時４５分 
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◇ 

議    長 それでは、再開したいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

冨田昭市議員 次の質問は、３点目の未婚のひとり親世帯の寡婦控除「みなし適用」について

でございます。 

       現在、ひとり親に占める未婚の割合が増加傾向にありまして、厚生労働省の２

０１６年の調査によりますと、母子家庭の母親の年間就労収入は全体の平均が

２００万円であります。また未婚の場合は１７７万円にとどまり、２３万円も

下がって少ないわけなんですね。このためにひとり親になった理由に関係なく、

安心して子どもが保育サービスなどを受けられるようにみなし適用の導入など

を受けられるように求めるものですけども、当町の現状はどのようになってい

るのかお尋ねをするものでございます。 

健康福祉課長 まず、ひとり親家庭等日常生活支援事業の利用料、それから高等職業訓練促進

給付金の給付額、難病医療費助成制度の自己負担額、それから障害児の入所支

援の利用料負担につきましては、兵庫県の事業として現在実施をされておりま

す。 

       それから、町実施事業であります障害児の通所支援の利用料負担につきまして

は、法律改正の準用によりまして９月１日から施行をしておるところでござい

ます。 

冨田昭市議員 厚生労働省の２０１６年の全国ひとり親世帯調査によりますと、母子家庭に占

める未婚のシングルマザーの割合は８．７％と過去最高になり、死別による母

子世帯の８％を上回っていることがわかりました。同じひとり親でも婚姻歴の

ある親を税制面で優遇する寡婦控除とみなして、所得に応じた課税額で決まる

料金などを算定することによって行われると思いますけども、家計が苦しくな

りがちな未婚のひとり親世帯の負担を減らすために、これまで一部の地方自治

体が独自で実施をしてきておりましたが、今後は国の制度が変わりまして、寡

婦控除をみなし適用で負担額を算定での不利益解消になるようですけども、福

崎町の今後の取り組みを伺います。 

健康福祉課長 先ほど申し上げました兵庫県実施事業でありますひとり親家庭等日常生活支援

事業の利用料、これへの適用につきましては６月１日から、それから高等職業

訓練促進給付金の給付額につきましては８月１日から、難病医療費助成制度の

自己負担額、それから障害児の入所支援の利用料負担につきましては９月１日

から順次施行をされておるところでございます。 

冨田昭市議員 先に答弁が出てしまいましたけども、要するにひとり親世帯が受ける所得控除

の一つであるわけなんですね。昔は戦争で夫を失った妻を支援するために１９

５１年に創設されまして、所得税や住民税が低く抑えられるほか、課税額に基

づいて保育料も軽減されたということは伺っております。そして、戦争が終結

したのが１９４５年、すなわち昭和２０年８月１５日ですね。その６年後の１

９５１年にこのことが創設されたわけなんですけども、今回の措置は未婚であ

っても寡婦と同様である、みなすことで福祉サービスに限っては適用対象とな

り、婚姻歴がないことによる不利益の解消が一歩進んだことが私は評価してい

るわけでございます。そして、最初になされた通告には、この文ですね、課長、

この文で書いてありますように、要するに今回、多分６月から実施されている

と思いますけども、児童手当の所得制限の判定、それに対してひとり親家庭等

の日常生活を支援事業の使用料金、それはどうなっているのか、お尋ねをいた

します。 

住民生活課長 児童手当につきましては、児童を扶養している方の所得によりまして所得制限
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の判定を行っておりますので、ひとり親でも未婚かどうかでの所得判定は変わ

ってはおりません。 

冨田昭市議員 それでは、一時的に保育などのサービスを必要な場合の支援はどうなってます。 

学校教育課長 認定こども園等の利用者負担額、保育料につきましては、既にみなし適用を実

施しているところでございます。 

冨田昭市議員 そしてまた８月から実施されていると思いますけども、高等職業訓練促進給付

金の給付額、要するに看護師など資格取得のために養成機関で研修する場合の

支給は、これはどのようになっているんでしょうか。 

健康福祉課長 これにつきましては、県の事業でございますが、先ほど議員おっしゃいました

看護師・介護福祉士・保育士などの資格を取得するために促進給付金としまし

て月に１０万円、課税世帯につきましては７万５００円となります。それが修

了しましたら、修了支援給付金としまして、月に５万円、課税世帯は２万５，

０００円の受給という形になっております。 

冨田昭市議員 もう一つ、８月実施されていると思いますけども、児童扶養手当の支給額の判

定ですけども、低所得のひとり親世帯の経済的な負担の軽減、それはどのよう

になっています。 

住民生活課長 児童扶養手当につきましては、県が支給額の判定を行っておりますが、こちら

につきましても未婚かどうかでの支給額が変わることはございません。 

冨田昭市議員 もう一点は、９月から実施されていると思いますけども、認可保育所の保育料、

そして難病医療費の助成制度の自己負担額、子どもが難病でもこれは実施でき

るのかということですけども、その点はどうでしょうか。 

学校教育課長 認可保育所などの保育料につきましては、従前からひとり親になった理由に関

係なく、みなし適用を実施しているところでございます。 

健康福祉課長 難病医療費助成事業、これにつきましては、９月１日から施行されております。 

冨田昭市議員 一人でも多くのひとり親家庭の家庭環境、生活が充実した生活ができるように

お願いしておきまして、次の質問に入らせていただきます。 

       次は、先ほど前議員が言っておりましたけれども、同じような形になるかと思

うんですけども、私の場合は小中学校の登下校時の荷物と健康管理についてと

いう形でもって通告をしております。これは、要するに通学する子どもの荷物

が重過ぎる問題について以前から問題になっていましたから、この辺は改善さ

れたんでしょうかね。子どもの健康に悪影響を与える観点から早急な対策をし

てほしいというご父兄からのご要望であります。毎日持ち帰る必要のない学習

用具を教室内に置いたり、また下校時に荷物が集中しないようにするなど、各

学校での対応をお聞かせ願いたいと思います。 

学校教育課長 石野議員様からもご質問いただいたところでございますが、現在のところ、重

さや大きさで児童生徒の負担になっております習字セットなど、また社会科の

資料集や辞書などにつきましては、学校に置くことをほぼ認めているところで

ございます。また、保護者にも栽培プランター等の持ち帰りなどのご協力をお

願いしているところでございます。 

冨田昭市議員 現在、小学生が使っているランドセルが空の状態で平均１．１キログラムを言

われておりまして、それに学校で使う本などが平均で４．７キロというふうに

言われております。子どもたちは毎日５．８キロ背負って通学しています。こ

れはあくまでも小学校１年生です。そして、もっと重いランドセルや荷物を持

ち歩いている生徒も中にはいるわけでございます。そういう状態で長い間通学

しておりますと、首のつけ根とか、あるいは肩の痛み、あるいは腰の痛みを訴

える子どももいるわけでありまして、そのような中、学校では正しいランドセ
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ルの背負い方など教えているのでしょうか。その点をお伺いいたします。 

学校教育課長 学校におきましては、ベルトが極端に長過ぎるなどの不自然な場合は教えるこ

とはございますが、通常、正しいランドセルの背負い方は教えておらないとこ

ろでございます。 

冨田昭市議員 ランドセルの中身の重さが増した理由といたしましては、２０１１年度から実

施されました文部科学省の学習指導要領改正だというふうに今言われておりま

して、いわゆるゆとり教育の見直しの後に教科書のページ数が増えて、また一

部は大型化したことが考えられるというふうにも言われているわけでございま

す。 

       そしてまた、私が調べたところによりますと、教科書会社でつくる教科書協会

というのがあるんですね。その方々が言うのには、国語とか社会、理科の平均

のページ数がゆとり教育時代に２００２年度と脱ゆとり教育後の教科書を比較

しますと約３５％も増えたというふうに言われておりまして、これは要するに

中身が写真も多く使うようになったり、また紙質も向上いたしまして、そして

重量が増えたんだというふうに製造会社のほうでは言っているわけでございま

す。 

       小学生も中学生も要するに教科書４冊、中学生は特に教科書４冊とノートとか

問題集、それぞれ４冊ですね。そして、各教科の資料などをプリント類が入っ

たクリアファイル、筆記用具、水筒など、その重さは８キロを超しているとい

うふうに言われておりまして、これ中学ですよ。それに部活用具を入れた補助

バッグや体育着なども加わり、雨の日は傘を差すなど大変に重い荷物になるわ

けでありまして、女子生徒には大変な苦痛になっているというふうな情報が寄

せられております。 

       そういう中におきまして、やはり全体を通しまして筋肉や骨格が未成熟で不安

定だと重いランドセルを持ちますと、体重の１０％以上になりますと背部痛が

増すというアメリカの調査結果が出ておりまして、一度子どもたちのランドセ

ルの中身が入った状態を量り、確認したらどうでしょうかね。その点はできま

すか。ご答弁お願いします。 

学校教育課長 私のほうで実際にランドセルも量らせていただきました。私が見ましたのは、

ランドセル自体が１．２キロのものでございました。また、中身につきまして

は３．２キロというような形で、ちょっと少な目ではございますが合計で４．

４キロ、それでもかなりの重さであったと考えておるところでございます。 

冨田昭市議員 特に、小学校１年生に入る子どもさんは、体重は恐らく２０キロ前後だという

ふうに思うんですね。その中でもって約５キロのかばんを背負っていくと、ご

家庭でもってそれぞれみんな子どもさんがいますので確認すると思いますけど

も、行く前にランドセルを背負わすと後ろにぱたんとひっくり返ってしまう子

どもさんもいるということで、そういう中でもって、やっとランドセルを背負

って通学をするという子どもさんもいるわけなんですよね。これはやっぱり前

年度の３月３１日までに生まれた子どもさんと４月１日から入学している子ど

もでは約１年違いますので、やはり小学校の時分にはそういう体格差が出てき

まして、非常に無理がかかっている児童もいるわけなんですね。その点を考え

ますと、やはりこの教科書の問題はただ学校ではなくして、学校あるいは県・

国のほうにしっかりと訴えていきながら、文部科学省の方針そのものを変えて

いくような、そういうふうな問題点を取り上げて、やはり国のほうにも陳情し

ていかなければいけないんではないかなというふうに思いますけども、その点

はいかがでしょうかね。ありましたら、ご答弁お願いします。 
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教 育 長 ただいま一番最後に議員さんがおっしゃられましたそのとおりだと、こういう

ふうに思っております。私たちにできることは精いっぱいさせていただきます

けれど、一番根本的なことは私たち学校だけではできない、そういうことでご

ざいますので、やはり文科省のほうからいろんな見直しを提言していただきた

いと、そういう気持ちも持っております。 

冨田昭市議員 先の議員も言われましたように、やはり今のこの問題は国会でも問題になりま

して、国会議員もランドセルの問題について、結構いろいろとご質疑をしてい

るようでありますけども、やはりこういうふうなことを聞きながら文部科学省

がもし変動できるようでしたら、学校に子どもさんのロッカーなども設置して

いきながら、いろいろなものをそこに置いておくという形でもって、現在はい

ろんな形のそういう通信網がありますので、ご自宅でもしっかりと勉強はでき

ると思うんです、昔に比べますと。本だけではなくして、タブレットやそうい

うものを使いながらやっていけば、やはりより一層の勉強効果の出るんではな

いかなというように思いますので、その辺もご検討いただいて、やはり子ども

さんたちが事故のないような、健康な体でもって通学できるようにお願いして

おきまして、次の質問に入りたいと思います。 

       最後の質問は、認知症予防対策の充実についてということでございます。 

       これは、高齢者の認知症が非常に増えてまいりまして、生活面での本人の意思

を尊重していくのが大きな課題となっているわけでございます。 

       当町では、認知症支援方法の指針などができているのか、お尋ねをするもので

ございます。 

健康福祉課長 ご本人の意思につきましては、その方の人生の軌跡からも尊重すべきものであ

ると考えております。その支援に関する指針につきましては、第７期福崎町ゴ

ールドサルビアプランの基本理念である「支え合い、いつまでも安心して暮ら

せるまち、ふくさき」に基づく３つの基本方針、５つの基本目標として規定を

しております。 

       また、平成２８年度には、認知症の方を地域全体で支えるネットワークである

認知症ケアネットを各戸配布いたしまして、本人支援、それから家族支援を地

域と関係機関等で連携し、進めていくことをお示ししたところでございます。 

冨田昭市議員 この厚労省の推計によりますと、認知症の人は２０１２年時点では４６２万人

いたようであります。そして、その団塊の世代が全て７５歳以上の後期高齢者

になりますと、２０２５年には約７００万人に増加する見込みだというふうに

言っておりまして、社会全体で支える環境づくりが急務になってきているわけ

でございます。 

       現在、福崎町の認知症の人数とか及び認知症サポーターの養成とか推進等、積

極的に取り組む必要があると考えますけども、当局の見解をお尋ねするもので

ございます。 

健康福祉課長 認知症につきましては、本人や周囲の気づきのおそれや受診につながりにくい

と実態把握等は難しく、一般的には有病率推定値が使われます。認知症の有病

率につきましては、６５歳以上の１５％、それから軽度認知障害、ＭＣＩと申

しますが、こちらにつきましては１３％と言われております。 

       福崎町は、６５歳以上の方が８月末現在５，３９３人であることから、約８１

０人が認知症、約７００人が軽度認知障害であると思われます。 

       認知症を理解し支援する認知症サポーターの養成につきましては、指導者研修

を受けました認知症キャラバンメイトが行います。平成２９年度におきまして

は、福崎町のキャラバンメイトは７人でございましたが、今年度は町内の事業



－17－ 

所等の職員６人が新たに指導者研修を受講いただき、１３名となったところで

ございます。サポーター養成数につきましては、平成２１年度からの累計でご

ざいますが、３，９８０人となってございます。今後は、各事業所等へのキャ

ラバンメイトの増員の声かけを行うとともに、キャラバンメイトが連携し、さ

らなるサポーターの養成に取り組んでまいりたいと考えております。 

冨田昭市議員 認知症サポーター、日常的な見守りなどボランティア活動に携わるサポーター

になるには認知症の原因とかあるいはその症状、本人への対応など学ぶ養成講

座があるわけなんですね。それを受けてなってると思いますけども、全国的に

も非常に多くの方が今サポーターがいると言っておりました。１，０３７万人

のサポーターがおりまして、養成は済んでいるんですけども、なかなか実際は

活動ができていないというのが現状なんですね。福崎町では今１３人ですか、

それらの人については活動はどのようにされているんでしょうか。実際の活動

は、サポーターとしての。 

健康福祉課長 認知症サポーターと申しますのは、活動をしていただくという定義はございま

せんで、認知症を理解いただくと、どういう症状といいますか、どういう行動

をとられるのかと、どういう対応をすればいいのかと、そういうことを理解い

ただくという意味でのサポーターでございます。そのサポーターに先ほども申

し上げましたが講習を行うのがキャラバンメイトになりまして、それが１３名

に増えたということでございまして、定期的にこの各事業所の協力を得まして、

小学校などにもサポーター養成に出向いておりますので、今後もそれを継続し

てまいりたいと考えております。 

冨田昭市議員 これは、あくまでも推定にすぎませんけれども、このまま何の対策もしなけれ

ば６５歳以上の３人に１人がその割合で認知症が発症するというふうなことが

言われておりまして、非常に我々自身も注意をしなければいけないんではない

かという感じがするわけなんですね。やはり繰り返しますけども、発症してか

ら効果的な治療方法はないと言われております。この認知症だけは。そういう

中におきまして、やはりできるだけ若いうちから、できれば４０代ごろから対

策をしていきながら、認知症予防によい食生活をしたり、またあるいは適度な

運動とか、あるいは知的活動をしていきながらしっかりと自分を見詰めて、そ

して社会に参加していきながらできるようなそういう活動が求められているわ

けでありますけども、なかなかそれができないのが現状であります。 

       しかし、こういうふうな形でもって多くの方が認知症になっていきますと、非

常に世の中全体が黒いイメージになり、また、ますます若い方々に負担がかか

っていくんではないかというふうな気がしてなりません。そういう中におきま

して、やはり常に福崎町では毎月１回広報を発行しておりますので、そういう

中におきましてもそういうふうにならないためのそういうふうな形の対策など

訴えていきながら、皆さん方が健康で長生きできるような、そういう対策でき

るようにお願いいたしまして、私の一般質問を終わります。 

       以上でございます。 

議    長 以上で、冨田昭市議員の一般質問を終わります。 

       次、７番目の質問者は、小林 博議員であります。 

       質問の項目は 

       １、太陽光発電所について 

       ２、環境・防災対策について 

       ３、上下水道事業について 

       ４、農業施策について 
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       ５、教育問題について 

       以上、小林議員。 

小林 博議員 一般質問をさせていただきます。今回は今、議長からご紹介をいただいた項目

についてであります。 

       まず、１番目の太陽光発電ということについてでありますが、自然エネルギー

を大切にしなければならないという、そういう観点が基本にあるといたしまし

ても、多くの施設ができていくということの中で、各地でさまざまな問題が生

まれてきております。本町内でも幾つかの問題点を聞いたり、住民やあるいは

関係地域とのトラブルなどをお聞きすることがあるわけであります。 

       そういう中で、この太陽光発電所の建設に当たって、国・県・町での関係例規

の一覧、どういう法律なり条例があって、そのポイントは何かということをま

ずお示しをいただきたいと思います。 

まちづくり課長 通常、太陽光発電施設の開発区域の面積が関係してまいりますが、１，０００

平方メートルを超えますと、福崎町の開発事業等調整条例の対象となります。 

       また、面積が５，０００平方メートルを超えますと、兵庫県の太陽光発電施設

等と地域環境との調和に関する条例の適用となりまして、それぞれ関係住民へ

の事業説明等が義務づけられてまいります。 

       また、開発面積が１ヘクタールを超える山林の場合ですが、これは林地開発及

び総合治水条例に基づく重要調整池の設置が必要となってまいります。 

       さらに、１０ヘクタールを超えますと、大規模開発及び取引指導要綱に基づき

まして、太陽光発電施設も開発行為に該当する取り扱いとしております。 

       また、開発区域が宅地造成規制区域内の場合は、５００平方メートル以上で切

り盛りを行う場合には、造成工事に関する技術基準が適用されてまいります。 

       これらの法令等によりまして、土地利用や環境及び公共施設の設置などの観点

から総合的に検討を行いまして、土地の形質変更による防災機能の低下であり

ますとか、森林伐採による自然環境の悪化を防いでまいります。 

小林 博議員 それぞれ法律条例があるようでありますが、最近の新聞報道によりますと、国

のほうでも環境アセスの対象に大規模なものは加えていこうとか、報道があり

ます。市町によっては、問題のあるものについては、設置を認めないというふ

うな条例をつくっておるというふうなところもあるような報道があります。そ

んな点で福崎町でももう少し踏み込んだ形での検討ができないのか、その点に

ついてはどうなんでしょうか。 

まちづくり課長 現在のところ、町の条例によりまして指導している段階でございますが、その

内容につきましては町との開発協定を結ばれますと所管の委員会に報告をさせ

ていただいておりまして、その件数は条例施行以降で８件ございます。そこの

中で現在のところは地元とのトラブルは大きくは発生しておらないということ

で、今後、大規模なものにどう対応するかということになりましては、その申

請が出てきた段階で各種法令に照らし合わせまして指導していくということに

なります。 

小林 博議員 今、数字を言われましたけども、町の条例ができてから以降ということになる

かとも思いますが、町内での設置状況はどのように把握をされておりますか。 

まちづくり課長 太陽光施設につきましては、税務課のほうで固定資産税の償却資産として課

税をしておりますので把握はしております。まちづくり課におきましても、２

９年４月以降、条例制定後につきましては台帳をつくりまして管理をしており

ます。 

小林 博議員 それらが協定に従って日常管理をされておるかどうかという点についての点検
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も折に触れてやっていくということも必要かなというふうに思います。 

       そこで、具体的によく住民の方から尋ねられてきたわけなんですが、西治の社

会福祉協議会の道路の向かい側の建設中の施設、かなり前から造成が行われて、

工事が止まったり進んだり止まったりというふうな状況があって、あれはどう

なっているんだというふうなことをよく聞かれてきたわけなんですが、これは

どういう経過で、現況どうなっておるんでしょうか。それに町はどのように対

応されておるんでしょうか。 

まちづくり課長 西治の社協の前の太陽光施設でございますが、平成２９年６月に無断で山林の

伐採を始めました。そのときに請負業者へ工事を速やかに中止をして、手続を

するように町のほうで指導しております。その後、２９年８月に大雨で土砂が

流出をしまして、町道西治長野線の側溝が埋まったことがございます。これに

つきましても土砂撤去を指導しました。その後に地元の説明会を２回、国土法

の届け出、宅造法の届け出、官民協定、事業区域の道路側溝の改良工事などを

指導してまいっております。平成３０年８月に再度無断でパネル工事を再開し

たために請負業者と社長を直接呼びまして、宅造法の工事検査が完了しておら

ず、工事の中止を指導しております。県からもこの宅造法の完了検査の結果、

是正の指導、手直しの指導をしておりまして、この手直しが完了し、工事検査

が終わりましたら、町との開発協定が結ばれて、工事が正式にできるようにな

るという状況でございます。 

小林 博議員 現況を見ますと、竹やぶのところの崖が土のままであったり、あるいは町道と

のところも一部土がそのまま流れ出すというふうな形のところ、まだ見受けら

れるんですけれど、ああいうふうなところとか、あるいは調整池というような

言葉が使えないような小さな水たまりみたいなものが３つか４つかつくってあ

ったりもするんですが、ああいうものも町、県との協議の中でこれでよろしい

ということになったものでしょうか。 

まちづくり課長 安定した法面を作るためにも宅地造成の規制法の届け出が必要でございますが、

それに基づいた工事がきちっとできておらないということで、県から手直しの

指導がされておるものでございまして、それに県の指導に基づいてきちっと整

備をするように指導しております。 

小林 博議員 最近、一旦止めていた工事がパネルをこの数日間に張っているというふうに、

工事再開しておるようですが、その県のほうの宅造の関係についてはオーケー

が出たんでしょうか。 

まちづくり課長 おっしゃるように、昨日また下請業者が勝手に工事を始めまして、今日、この

議会が終わりましたら、社長を呼びまして、顛末書、それと内容の説明を求め

ます。 

       そして、余り悪質でありますようでございましたら、町としましても、例えば

経産省への通報でありますとか、そういった措置も考えざるを得ないと考えて

おります。 

小林 博議員 繰り返し繰り返し無断で工事をしておるというふうなことのようであります。

先ほど触れましたように、防災面というふうな点はどうなんでしょうか。 

まちづくり課長 区域面積は５，０００平方メートルを超えておりませんので、県の条例の対象

にはなっておりません。そこで、宅地造成規制区域の基準で防災施設の整備を

指導しているものでございます。 

小林 博議員 現在の状況はオーケーなんですか。 

まちづくり課長 大雨のときに泥が流れ出したりしまして水路を実際に埋めておりますので、そ

ういった復旧、それと下流の水路の改修、そういったものを指導しておりまし
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て、今の状態がオーケーというわけではございません。 

小林 博議員 土砂が流れないような、そういう対応も、あるいは調整池的なものもあるんで

すが、それらももうちょっとしっかりと対応をしておかないといけないのでは

ないかというのが現場を見ての感想です。あそこには道路の下を横断しての水

路も何本も通っておりますし、その点での問題も出てくるというふうに思いま

す。ぜひ事故、後々問題の起こらないような対策をとっていっていただきたい

というふうに思います。 

       次に、高岡・矢口方面での大きな施設計画があるというふうにまちの中でお聞

きをいたしております。先日の都市計画審議会の中でもちょっと発言もありま

した。関係者にも若干の説明を聞いたり、いろいろしておるわけでありますけ

れど、規模が大きいだけに、まず災害の問題、あるいは大きな面積の山を造成

するということになりますと、それだけまた獣が出てこないかという問題、あ

るいは景観も、田原・八千種からもよく見えるようなところでもありますし、

景観の問題、自然破壊など広範囲な心配がありますし、現に多くの人たちがそ

の点を心配されております。 

       話をずっと関係者に聞いてまわっていますと、既に池の借り上げでありますと

か、あるいは借り上げの料金でありますとか、流量計算でありますとか、いろ

いろされておるようでありますが、これで本当に大丈夫なんだろうかというふ

うな心配がされております。そこで、先ほど聞きましたけれど、現況はどのよ

うに対応されていくのか、まず、お伺いしたいと思います。町の土地利用計画

や保安林などの制約等も含めてお聞かせいただきたいと思います。 

まちづくり課長 今の質問、議員おっしゃいます高岡地区の概要でございますが、地元の神谷区

また長野区、あと福崎財産区のほうには事業計画の概要の説明があったと聞い

ております。町のほうへはまだ事前申請すらないので、わからないわけでござ

いますが、一般論で申し上げますと、仮に山林を５０ヘクタールほど利用する

ということになりますと、冒頭でご質問のあったいろいろな法律・条例、そう

いったものが関連してまいります。そういった中で県庁の各所管の係のほうで

審査をするわけですが、一番大きなものになりますと総合治水条例の雨量の規

定によりまして、調整池の設置でありますとか排水路の設置、あと宅造規制区

域でもあろうと思われますので、そういった基準での法面、擁壁、そういった

技術基準に基づいて防災措置を講じていくということになります。 

小林 博議員 まず一番心配されるその水害の問題ですが、従来この地域での開発は３０年確

率の雨量計算というふうに聞いておるんですが、現在、どういう計算をするよ

うになっておるのか。それは１時間当たりの雨量がどれだけなのか、お聞かせ

をいただきたいと思います。 

まちづくり課長 メガソーラーを設置する場合ですが、１０ヘクタールを超えますので大規模開

発、そして１ヘクタールを超える山林の開発でございますので林地開発、あと

総合治水条例、こういったものが適用されてまいります。その中で基準が最も

厳しいのが林地開発、それは総合治水条例と同じ基準でございますけれども、

３０年に１回起きる雨に対応する防災措置をしなければならないということに

なりまして、地域によって水量が変わりますが福崎町の場合は１時間にします

と６６．５ミリの大雨ということになります。 

小林 博議員 最近は１時間に１００ミリを超える雨というふうなことも、どこでも起きるよ

うになっておると思いますし、福崎町のそういう実績もあるのではないかと思

うんですね。６６．５ミリという数字は古いのではないかというふうに思うん

です。 
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       言われておる面積は５０ヘクタールを若干切るくらいという、そんな面積だと

いうふうに聞いております。５０ヘクタール以上となりますと、兵庫県が新し

く規制をつくって６０％以上は山林で残せというふうなことになりますので、

５０ヘクタールを若干切るという数字にしたのかなというふうに思いますけれ

ど、いずれにしても大きな計画であります。 

       特にあそこにはもう既にゴルフ場もありますし、そしてそこから出る水は雨が

降るたびに主として矢口の谷から出てくる水で大内川は必ずどこか決壊をして

います。毎年どこか決壊しています。農免道路との西治長野線ですか、そこの

道路との交差点のところなど含めて大内川の対応はできないだろうというふう

に思うんですね。６６．５ミリというそういう雨量設定が適当なのか。それか

ら、その全体の洪水の心配はないのか、災害の心配はないのかいう点で一番心

配するわけなんですが、その点についてはどのように考えておられますか。 

まちづくり課長 ６６．５ミリの雨に対応する調整池を作れば安全かといいますと、それは保証

できないわけでございますけれども、２級河川であります市川の整備が下流か

らされてきております。それは、３０年間の計画を作りまして、その想定雨量

につきましても３０年確率で整備をされております。法整備が追いついておら

ないわけでございますが、下流河川が３０年確率で作られておる関係上、上流

だけを非常に厳しくしても、大雨のときの対応ができないということになりま

す。そういった観点もございますし、実際にここ５０ヘクタールと言われてお

りますけれども、最新の森林法の開発基準を調べますと、今４０ヘクタール以

上になります場合は、今、おっしゃった残置森林率は６０％が適用されており

ますので、今回もし５０ヘクタールで計画されるとなりますと、６０％の森林

を残すということになります。 

       それと、実際の集水する面積でありますとか、流出係数が決まらないと、必要

な水路や調整池の大きさというものが決まってまいりませんので、開発申請が

相談が実際出てから、兵庫県の県庁の関係部局との調整をしていくということ

になります。 

小林 博議員 既に用地もかなり購入をされておるというふうな上に、財産区用地というふう

なことになっておるようであります。 

       もう既にその説明を聞いた方々の話によりますと、雨量計算もしてあって、調

整池もつくる絵が描いてあって、その調整池の容量も書いてあると。調整池の

出口のオリフィスは８０センチ×４０センチだというふうな、毎秒１．何トンの

水が出るというふうなそんなふうな計算になっておるようですが、そういうふ

うになりますと、それこそ大変な水量だというふうに思います。地域ではね。 

       七種川そのものの容量が限られております。七種川も、幾ら河川をよくしても

ＪＲの鉄道の下のところが非常に狭いですし、本当に今でもしょっちゅう鉄道

の橋桁に水がかかっているという、そんな状況です。したがって、これ以上、

矢口の谷のほうから大きな水が出てまいりますと、七種川そのものの容量を超

えるという心配もせざるを得ません。そうなると、もう神谷と長野だけ心配し

ておったらいいのかという問題でもなくなる。台風の西治や出屋敷やら、ある

いは対岸の福田、駅前のほうも心配せざるを得ないというふうな、それくらい

の心配はしておいてもよいのではないかというふうに私は思うんですよ。その

面でしっかりとした対応をしていただかないと、本当に後々憂いを残すのでは

ないかというふうに思っておるところでありますので、ぜひ、当局も県とも協

議をしながらですが、特に地元ですから福崎町自身の取り組みをしっかりと進

めてほしいというふうに思うんですが、いかがでしょうか。 
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まちづくり課長 現在まだ検討段階いうことで、地元には説明がありまして、おっしゃるように

具体的に流量計算の試算もしておるようでございますけれども、そこの流域の

一気水が下流の水路、河川を圧迫しないように調整池を設計していくというこ

とでございますので、おっしゃるように６６．５ミリの基準ではございますけ

れども、県の関係課とも十分協議をしながら協力をしてしっかりと指導してい

きたいと考えております。 

小林 博議員 いずれにしても、各地でそういう状況が出て、計画が出てきております。対岸

の塩田の大学のところの向かい側のところにも最近設置がされていっておりま

すし、七種川流域での大きな太陽光の計画が進んでいっております。それだけ

に先ほど言いましたように七種川そのものの容量が限られておりますので、心

配をしておるところであります。町当局の慎重な対応、ぜひ求めておきたいと

思うんです。西治のところでのあの規模のものでも県や町の勧告を無視してど

んどんと工事が進められるという、そんな状況を見るにつけ、大型なものにな

っていくだけに大変心配をしておると、そんな状況であります。以降、経過を

またお聞きをしなければならんというふうに思いますけれど、よろしくお願い

したいと思います。 

       次に、環境防災問題ということで書いておりますが、空き家対策については質

問がありました。私も非常に深刻な事例を見聞きをいたしております。隣の建

物にもたれかかっているようなものやら、ほぼ壊れてしまって動物が住みつい

ているとか、いろんな状況をお聞きをしておるところであります。持ち主にと

ってはそれぞれの事情もあろうとは思いますけれど、こうしたものの現状把握

等々、現在どのように進められておるのか、改めてお聞かせをいただきたいと

思います。 

まちづくり課長 河嶋議員のご質問にもお答えしましたが、７月に開催しました区長会で調査

を依頼しまして、報告のあった空き家につきましては、担当者が外観から判断

して管理状況、危険度などを把握しておるものでございます。 

       その中で、壁が崩落したり、屋根の変形があったり、危険なものにつきまして

は、文書での適正な管理の通知、それと住民から苦情があったものにつきまし

ては、適宜、所有者の方に連絡をとったり、連絡がとれない場合でも文書通知

をしたりして対応をしているところでございます。 

小林 博議員 幾ら役場に何回も連絡しても一向に前に話が進まないんだということでお聞き

をしておりますので、もう一歩前へ進んだ対応がどうとれるのかということも

検討せざるを得ないのではないかと思うんですが、そういう場合はどうなるん

でしょうか。 

まちづくり課長 本年度に入りまして、新町では２件の苦情を聞いておりまして、その１件の

方につきましては、相続人の方に２回通知をしております。ただ、対応すると

いう返事はまだいただいておらない状況でございます。今後、幾らお願いして

も悪質なものにつきましては、空き家審査会を設けまして、そこで議論の上、

町長から勧告でありますとか命令、そういったもう少し強い指導をしてまいり

ます。 

小林 博議員 私は新町以外からも聞いておりますので、念のためつけ加えておきます。私が

もの言うと新町というふうにそちらがそう決定をされますが。 

       それから、空き家の活用計画ですね。持ち主によっては何とか町のほうであっ

せんしていただいて古民家利用等での活用はしてもらえないだろうかというふ

うな話も聞かないことはないんですけれど、こういうふうなものは具体的に福

崎町としてはどのように考えておられますか。空き家バンク等そういう制度は
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あるとしても、実際、神河町などのように熱心な取り組みになっておるのかど

うか、そこのところはちょっとよくわかりませんので、その点についてどうで

しょうか。 

まちづくり課長 福崎町も現在、空き家バンクを運営しておりますけれども、５件の登録でござ

いまして、そのうち２件が成約済みということで、十分な数字であるとは思っ

ておりません。 

       今年度に、約３２０戸あります空き家につきまして、所有者に対してアンケー

ト調査を今、準備を進めておるところでございまして、その中で貸したり売り

たい意向がある方には空き家バンクへの登録を呼びかけてまいります。 

       それと、あと調整区域などが主になりますが、相続を受けられた空き家に農地

が付いている場合がございますので、そういった農地付きの空き家の活用につ

きましても、現在、農業委員会と一緒に検討しているところでございます。 

小林 博議員 いずれにしても、福崎町の場合は有利な点もあると思うんです。古民家利用的

な活用をするにしても、お客さんも呼びやすいそういう地域だというふうに思

います。日常の。そういう面では本当にいいところがあると思いますので、も

う少し積極的に取り組んでいただければというふうに思います。 

       繰り返し、防災という面も兼ねて、危険なところに対する対応方は急いでほし

いと思います。繰り返し台風もまいりますので、よろしくお願いしたいと思い

ます。 

       次に、公害防止協定の関係について、町の基本的な姿勢をお尋ねしておきたい

と思います。 

       福崎町の工業出荷といいますか製造品の出荷高は、住民１人当たりで、兵庫県

で一番になったというほどに大きな役割を果たしてきています。工業団地の従

業員数も四千数百人というふうに報告をされ、非常に福崎町の活力を支え、あ

るいは福崎町全体の経済や町の財政も支えるというので総合的な面で非常に大

きな役割を企業が果たしているということについては、私も認めておるところ

であります。 

       同時に、生活環境をしっかりと守っていくということも、これまた必要であり

ます。そういう意味から福崎町に工業団地ができたときから地域の環境を守っ

ていこうという立場から福崎町公害防止協定というのが作られてきたというふ

うに思うんです。そうしたことが、今、改めて新たな工業団地も作っていこう

というふうな状況もあったり、今、国のほうでも非常に規制緩和とかいろいろ

話が企業に有利なように進んでおるというふうな向きもありますが、福崎町の

場合は、工業団地は住居と工場とが混在をしているというふうなことも忘れて

はならないというふうに思うんです。住民の生活エリアの中に油が流れ込んだ

り、あるいは火災が起こったり、いろんなこともこれまでに繰り返し起こって

きています。そういう意味から、福崎町の公害防止協定はやっぱりしっかりと

存続維持をし、活用していかなければならないもんだというふうに私は思うん

でありますけれど、町当局の見解をお伺いしておきたいというふうに思います。 

町    長 公害防止協定等々につきましては、福崎工業団地の整備、企業進出に当たって、

地域住民の健康のほうと生活環境のほうで、また先ほど議員が言われましたよ

うに工業団地内の環境を守るという観点で締結をさせていただいているところ

であります。 

小林 博議員 企業の活動は営利目的であります。信頼しつつも生活環境保持の立場が必要で

あります。最近のニュースでも日本を代表する企業がデータを改ざんしたり、

あるいは隠しておったり、そういうふうなことを常に行っておるようでありま
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す。そういう意味から福崎町がしっかりと住民に責任を負うという立場で現在

の協定はぜひ守り、生かしていってほしいということを繰り返し求めておきた

いというふうに思います。担当課長、よろしくお願いします。答弁、よろしく。 

住民生活課長 議員もご承知のように、昨年、工業団地協議会等からの要望がございまして、

見直しを行ったところではございますが、町といたしましては、今のところ現

協定内容について見直すようなことは考えてはいないところではございます。 

小林 博議員 福崎町の場合では、これまでの経過からして順調に企業も進出をし、そしてそ

れらの企業も皆発展をしていっております。そういう意味では企業の経済活動

と全く矛盾していないというふうに思うんですね。そういう意味でいい協定で

はないかというふうに思います。よろしくお願いいたします。 

       次に、水道の問題についてお伺いしたいと思います。 

       国会では、水道法の改正法案なるものが今、衆議院を通過し、参議院で継続審

議になっておるというふうに思うんですね。ここでは、水道の広域化、あるい

は運営の民営化というふうなことを含む内容になっており、非常に関心を呼ん

でおるところでありますが、まずこの水道法の改正法案の概要について把握し

ておられましたら、お聞きをしたいと思います。 

上下水道課長 水道法改正法案は、平成３０年７月の衆院本会議を通過したものの、国会にお

いて継続審議となっています。主な改正の柱は、人口減少に伴う水の需要の減

少や老朽化する水道施設の更新化についての対策として、複数の自治体で手が

ける広域連携と民間企業の参入を促す内容となっています。広域連携につきま

しては、国は基本方針を定め、県は基盤強化計画をつくり、広域的な連携の推

進・調整役を担い、進めていくこと。また、民間企業の参入につきましては、

市町村が水道施設の運営権を民間事業者に売却するコンセッション方式の導入

推進による官民連携が内容となっておるところでございます。 

小林 博議員 私は、まずこの水道法の改正については、一つは地方議会の関与を限定的にし

てしまう。いろんな面においてこういう傾向が進んでおりますけれど、地方の

時代と言いつつ都道府県単位とか大きな単位にしてしまって、自治体の意思決

定というものがなかなか限定的にしてしまっておるというふうな地方自治に対

する問題点があるというふうに思います。 

       それから、また水そのものは民営化しての商品として扱うというのは間違って

いるというふうに思うんですね。人間の生存を保証する基本的なものであり、

これは福祉という事業の範疇に入れなければならないものだというふうに思っ

ております。また、水道は広域化にはなじまない。水は重くて遠く運ぶにはよ

り多くのエネルギーを必要としますし、水質管理にも大きな苦労が要ります。

できるだけ自己水源を大切にするというふうなことが望ましいというふうに思

っているわけでありまして、この水道法の流れについて注目をしておるところ

であります。 

       これを受けて、県の、受けてか受けずか知りませんが、県のほうでも広域化の

計画が進められていっておるというふうにも認識をしておるんですが、その推

進の状況、それから中播磨地域での協議というふうに言われておりますが、そ

れらの協議はどこまでいっておるのか。福崎町の広域化、民営化問題について

の基本的な方針はどうなのか等々についてお聞かせいただきたいと思います。 

上下水道課長 平成２８年３月、国から広域連携の促進についての通知がなされております。

兵庫県では、５月に兵庫県水道事業のあり方懇話会を設置し、今年の３月にそ

の報告書が取りまとめられました。県は広域連携の調整役としてこの懇話会を

活用し、県内における推進体制を維持させ、地域別の協議会に引き続き積極的
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に参画し、県と各地域ブロックが一体となって広域化の取り組みを進展させて

いく考えでございます。 

       また、中播磨ブロックにおきましては、平成２９年から姫路市、神崎郡３町と

県の担当部署が集まり、人口減少に伴う水需要の減少、施設の老朽化、専門職

員の確保など、水道事業が抱える諸問題についての検討がなされ、広域化への

意見交換会が開催されております。 

       また、兵庫県では、７月１９日に第１回目となる県水道事業広域連携推進会議

が開催され、県内の担当者が集まり、広域化についての勉強会が開催されてお

ります。 

       そして、福崎町の基本方針でございます。福崎町の基本方針は、福田水源地の

高度浄水処理施設の整備が完了し、住民の皆様に安全安心なおいしい水を持続

して供給できる体制を強化していること。また、安定した運営ができているこ

と。そして、施設の老朽化の問題につきましては、積立金や内部留保資金を活

用し、更新への対応ができているものと考えていますので、当町は町単独での

水道事業を営んでいく方針でございます。 

小林 博議員 私も町当局の方針を支持したいというふうに思います。水というのは本当に大

切な問題でありますし、いい水を安定して確保するということは大変重要な問

題であろうというふうに思うわけでございますので、今後ともその基本方針を

堅持して臨んでほしいというふうに思うわけであります。 

       次に、この水道の財政問題見通しについてお聞かせいただきたいと思います。 

       平成２８年だったと思いますが、財政見通しといいますか財政計画がつくられ

ております。前期後期と５年ごとに分けた計画だったかと思うんですが、この

計画の内容とその拘束力等について、お聞かせをいただきたいと思います。 

上下水道課長 平成２７年度に策定いたしました財政計画では、今後１０年間に大規模改修が

必要となる施設として井ノ口水源地の高度浄水化と市川にかかる八反田水管橋

の耐震化を見込んでいます。この試算では、建設改良積立金を活用しながら施

設整備を行っても一定の内部留保資金があり、概ねの収支が賄われるという計

算結果となっております。 

       また、今年度、水道事業ビジョン経営戦略の策定を進めています。この中では、

井ノ口水源地、八反田水管橋の概算事業費の再見積もりや、井ノ口水源地では

県水受水との経済比較についても検討することとなります。そこで、今後の更

新費用や人口減少に伴う水道料金の収支見通しなどから総合的な観点での運営

方針や戦略を策定いたします。 

       また、この計画書に係る拘束力につきましては、平成３１年度から平成４０年

度までの１０年間の中長期なビジョンとして考えているところでございます。 

小林 博議員 ２７年度に作ったという計画ですが、それはそれとして、この計画は２９年度

がスタートなんですが、この計画に照らして、今、議会に提案されております

決算の状況というのはどうなんでしょうか。 

上下水道課長 先ほど申しました大規模改修の中、１０年間の中でございますが、何とか内部

留保資金を活用しながら、水道料金を値上げせずにいきたいと考えておるとこ

ろでございます。 

小林 博議員 平成２９年度の計画レベルでは、資金の残高が７億８，０００万円というふう

になっておるんですが、実際、決算を打ってみると９億６，０００万円残って

おるということで、約１億８，０００万円余りお金がたくさん残っているとい

う、それも初年度からしてそのように変わってきておるわけでありまして、こ

れは経営努力をしたとかいいような面に解釈するのと、それから長期の計画を
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つくるときにはできるだけ厳しい計画に作って、水道料金の値上げ意識につな

げていこうかというふうな、そんなふうにならないようにしてほしいもんだと

思うんですが、初年度からこれだけの数字の差が出てきてまいっております。

収入につきましても違ってきておりますし、支出についても若干違っておりま

すが、いずれにしても資金残高が１億８，０００万円ほど増えているという、

スタートからそうでありますから、今後の計画をまた作るに当たって、計画作

りばかりにお金をかけても実際どうなるのかというふうなことも大変心配であ

りますが、とりあえず今後１０年間は値上げをせずにやっていけるという、そ

ういうふうな答弁として受けとめさせていただいてよろしいですね。 

上下水道事業管理者 課長が答弁したとおりでございますけれども、その留保資金が増えているとい

うことにつきましても、今後も大規模事業を予定しておりまして、そういった

中では今、財政計画で見ておりますよりも、やはり実際の事業費というのは膨

らんできている傾向もございますので、そういった中で値上げもせずにやって

いくような努力をしていきたいと思っております。 

小林 博議員 答弁としてはそういう答弁をしたいということになるんでしょうけれど、これ

は答弁する側と私との立場の違いがそういう言葉にお互いになるんですけれど、

ぜひ福崎町の水道が町民が安心して利用できるように続けていってほしいとい

うふうに思うんです。 

       次に、農業施策ということで入りますが、これも決算のときにも若干お聞きを

したんですが、昨年の９月議会でもち麦の問題をお聞きして、新品種の方向づ

けの問題とかお聞きをしてまいりました。それらが今後、もち麦が福崎町の農

業施策の中でどのような位置づけと、どれだけ増やしていこうという目標にな

っておるのか、わかりましたらお聞きをしたいというふうに思います。 

農林振興課長 もち麦につきましては、福崎町の特産品として町内外において定着してきてお

ります。もち麦の生産につきましては、平成３０年度産の作付は４３ヘクター

ルで、転作品種の割合でいきますと、その他野菜の１８％、小麦の１５％に次

ぐ１１％で第３位となっておりまして、農業施策の柱の一つとしても位置づけ

られております。 

       今後の面積なんですけれども、やはり非常に作るのが難しいというような状況

もあります。また、その品種に適応した農地を選定するような問題もありまし

て、平成３１年度につきましては、もう少し面積が減ってまいりまして３５ヘ

クタールということになっております。３５ヘクタールで７０トン生産を目標

としております。それから新規品種につきましては、今年度、国のほうで正式

な登録が予定されておりまして、３１年度産につきましては、まず０．５ヘク

タール、５，０００平方メートルで生産しようという計画となっております。 

小林 博議員 作付面積だけを聞きますと、だんだん縮小の方向になっておるような気がする

んですね。５０ヘクタールくらいやったのが縮小の方向なんですけれど、これ

はこういうことなんですね。 

       新品種などは、次に書いております６次産業の取り組みの状況と目標等も含め

て新品種の作付が０．５ヘクタールくらいでずっと進んでよいのか、それが新

品種で６次産業化ということで、春日ふれあい会館に施設を整備したというふ

うなことから言えば、若干寂しいのではないかと思うんですが、いかがですか。 

農林振興課長 新規品種につきましては、一応、３１年度産は０．５ヘクタール、その次は１

ヘクタールと増やしていく予定としておりますけれども、６次産業化の中でど

れくらい新規品種が受け入れられるかというのも見極めながらということにな

ります。 
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       それから、現行の品種につきましては、やみくもに面積を増やしても、その土

地の収量がかえって減るというような結果にもなっておりまして、適地適作で

いい品種のものを高収量でつくりたいというふうに考えております。 

議    長 一般質問途中でありますけれども、暫時休憩とりたいと思います。 

       再開につきましては１３時からということで、よろしくお願いいたします。 

◇ 

休憩 午前１１時５８分 

再開 午後 １時００分 

◇ 

議    長 それでは、再開したいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

小林 博議員 ６次産業の取り組みについての状況と、それから目標についてお聞かせいただ

きたいと思います。 

農林振興課長 ６次産業化の取り組みに関しましては、平成２７年度から現在までで５種を新

たに開発しております。平成２７年度は板坂営農がそのまんまもち麦飯、高橋

営農がもちむぎポンッ！、平成２９年は西治営農がもち麦パンケーキミックス、

もちむぎ会がもちむぎドレッシング、○○○氏がもち麦入り納豆を開発してお

ります。旬彩蔵を中心に販売を行っているところであります。その他、ふるさ

と納税の返礼品としても登録していただいて、一部は商品とセットで送り出し

ております。 

       また、平成２９年に春日ふれあい会館の倉庫等を加工室に改修しまして、精麦

機と製粉機を設置し、厨房についてもドライ化を行って、衛生面を向上させま

した。そこで、農家等で生産・加工・販売までの６次産業化に取り組むことが

できるような環境整備を行っております。 

       １年に１商品というのを目標はあえて設定しておりませんが、生産者が６次産

業化に取り組むことによって所得の向上や雇用の創出につながって、創意と工

夫でみずからが手がけた商品が売れることによって、原材料にもち麦の品質と

か収穫量の向上につながることを期待しております。 

小林 博議員 目的と趣旨は非常にいいわけですが、まだ年数が少ないとはいえ、現在の金額

で言えばどの程度になっておるでしょうか。そういう面での目標等があれば、

またお聞かせください。 

農林振興課長 板坂営農のそのまんまもち麦飯につきましては、平成２９年度につきましては

売り上げが７６万円ございました。もちむぎポンッ！につきましては平成２９

年度の売り上げが１１８万円ございました。大体１００万円程度の売り上げを

目標に頑張っていただけたらと考えております。それから、２９年度に開発し

まして、まだ出て間がないんですけれども、もち麦パンケーキミックス、西治

営農ですけれども、３０年８月ぐらいまでですけれども９万円の売り上げがご

ざいました。もちむぎドレッシング、これはもちむぎ会でありますけれども、

これについても９万円。もち麦入りのかっぱ納豆につきましては、○○○氏が

売っておりますけれども１２万円の売り上げがございました。また、もち麦の

パンケーキミックス粉につきましては、神戸医療福祉大学のレストランのほう

でもメニューとして使えないかということで連携も行っております。これらに

ついても売り上げをもうけとして営農組合の収入として上がるように努力して

いただいております。 

小林 博議員 いずれにしても、維持するということも大変重要であり、努力も要ると思いま

すけれども、今、観光の問題も含めて一生懸命福崎町の活性化のために町全体

としても取り組んでおる時期でもありますし、これまでもち麦を町政の一つの
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大きな柱として位置づけてきたという観点から言っても、なるほどと思うよう

な方向づけになるように努力を求めておきたいというふうに思います。 

       次に、ほ場整備の進捗状況についてお聞かせをいただきたいと思います。 

       巷間、いろいろ苦労話等もお聞きをしますので、現在の当局の報告できる高岡

福田のほ場整備等について、あるいは山崎などはあとどんなふうに進んでいく

のか等についても、予算の獲得状況も含めて、あるいは組織の状況も含めてお

聞かせいただきたいと思います。 

農林振興課長 まず、高岡福田地区の進捗状況についてであります。現在、実施設計中で、各

地区からの要望とか整備方針の確認と並行して水路の底の高さ、農地の高さ、

土砂の移動等の算定を行っております。埋蔵文化財発掘の本調査がない区域を

選定して、重点的に作業を進めていくところでありまして、今年度は当初予算

の配分が少なくて、工事着工は今のところ難しいと考えております。 

       ２月の補正予算につきましては、県のほうで１億２，０００万を要望している

というふうに聞いております。３１年度の当初予算の配分にもよりますけれど

も、できるだけ早期に工事着手に向けて努力しております。今年度は、実施設

計のほかに換地業務を進めておりまして、換地設計の基準案の策定を土地改良

区と協議を重ねて進めております。 

       また、桜、長野、神谷の３地区においては、工事後の農地につきまして、耕作

する担い手として３地区にまたがる営農組織の設立の準備を行っております。

各地区の営農組織と広域の営農組織、それぞれの役割とか営農経過について調

整を進めているところです。 

       加えて、整備後はやはり主要となるのは、水稲と麦の作付になります。そのほ

かにキャベツなど収益性の高いと言われる野菜の栽培も行う予定としておりま

して、野菜部会をつくって平成２８年度から今年度で３年目になるんですけれ

ども、実験的にキャベツの栽培等も行っております。 

       また、山崎地区の進捗状況ですけれども、山崎地区につきましては、面積は約

３５ヘクタールで、事業費は９億円となっております。地権者は約１９０名で、

今年平成３０年から３１年にかけては助成事業の概要書の作成のための調査設

計と地形図の作成、それから換地設計の基準書の案を作成を今行っております。

山崎地区につきましては、その後、３２年度に地権者の同意等の聴取、３３年

にほ場整備事業の採択申請、３４年には土地改良区の設立と実施設計の着手で、

早ければ３５年に工事の着手ができないかという、そういった予定で進めてお

ります。 

小林 博議員 それで、また高岡福田については、１年くらいは遅れるというふうに理解して

よろしいですか。 

農林振興課長 予定では今年度、工事着手でしたけれども、約１年間遅れるというふうに今の

ところ考えております。 

小林 博議員 農業問題、大変難しい課題でありますし、現在の国の農業施策に合わせてのほ

場整備ということになっておりますので、なおさら難しいさまざまな問題があ

ろうかというふうに今想像をいたします。それだけに、各農家の方々から私た

ちが聞くのもいろんな話を聞くという状況でありまして、進捗状況について見

通しについてお聞かせをいただいたということでございます。慎重な取り組み

をよろしくお願いいたします。 

       次に、教育問題と書いておりますが、これは今までよく質問が出尽くした課題

でありますので簡単にしますが、空調機の設置状況でありますが、報道によれ

ば今年度一気にやるんだというそういう自治体もあるわけですね。福崎町は、
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１、２年生と中学３年生というふうな計画のようでありますけれども、もっと

一気にやろうというふうな計画にはならないんでしょうか。 

       今年の６月くらいに来年度予算の編成に当たってのアンケート等を文科省が実

施したというふうな話も聞いております。公立学校施設の老朽化対策を中心と

した教育環境の改善から安全対策と防災機能強化の推進というふうに改めて防

災機能、防災等の中に空調機も入るわけですが、空調とかトイレとかそういう

ふうなことに重点を置いた整備にするという文科省の方針が変わったというふ

うに聞きますし、そういう立場で来年度予算の概算要求もされておるというふ

うに聞くわけですね。そういう意味から言えば、福崎町の方針というのはちょ

っと遅れをとることにならないのかというふうに思うんですが、いかがですか。 

学校教育課長 福崎町におきましては、現在行っております空調機の実施設計、こちらにつき

ましては夏のかかりから着手しておると、他市町のほうで今年度一気にと言わ

れているようなところでもまだ実施設計にかかっておられないところも多いよ

うにも聞くところでございます。また、福崎町がこれも今年進めております長

寿命化計画の策定、こちらにつきましては、県下ではまだ昨年度の段階では２

市町しかまだ定めておらないと。この計画を定めることで空調の設備、また長

寿命化改良事業におきまして一定のアドバンテージが得られるということも伺

っておることでございますので、それらも含めて計画的に進めておるところで

ございます。 

小林 博議員 それでは、空調機とかトイレとか何年計画でやろうということになるんですか。 

学校教育課長 昨日の牛尾議員様のご質問にも答弁させていただいた内容ともなりますが、小

学校低学年、中学校３年については来年度、できるだけ早い時期にと。それ以

降については長寿命化計画の中で事業費と含めて計画を策定していくというこ

とでございます。 

小林 博議員 それは何回も聞いとんですけどね、もう前々から。特にこの空調機とかトイレ

とか、そういう防災機能に関するものについては国が優先して力を入れるとい

う方向に変わってきたということでありますから、特に聞いておるわけです。

これ、長寿命化計画と言われますが、これは何年計画ですか。 

学校教育課長 何年間で整備をしていくということは、これから定めていくということになり

ます。 

小林 博議員 そういう話を聞くと、何かしらちょっと心もとないなという感じが正直するん

ですけどね。もう少しこの一気にいかないもんですかね。一気にやろうという

その意気込みぐらいは示してもらえないですかね。国がやろうと言っていると

きにそれに乗っからないと損だという部分もあるんじゃないんですか。遅れる

という部分も。 

町    長 言われることはよくわかります。そういったような形の中で国の動向を見極め

ながらといったような事柄は担当課長の申し上げたとおりであります。今、小

林議員が言われましたような意気込みは私どもも持っているわけでありますけ

れども、今議会でいただきました一般質問の中の要望の中にもこの長寿命化計

画また空調機設備といったような関係も非常に多かったわけでありますけれど

も、それ以外にも災害対策でありますとかそういったような事柄もいただいて

おります。どれを選択していくのかといったような大きな問題もございますの

で、それぞれの所管の委員会に諮りながら、その方向性を定めていきたいと、

このように思っております。 

小林 博議員 そうですか、長寿命化計画いうのは何年間という、そういうものはないんです

か。年次計画というのはつくらないんですか。 
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学校教育課長 年次計画というものは、計画の中で策定してまいります。 

小林 博議員 それなら全体として何年間の計画にするんですか。先ほど年限がないんだとい

うふうにおっしゃったように思うんですが。 

学校教育課長 国のガイドラインの中では３０年先を見据えて計画を策定して、おおむね５年

ごとの見直しということになっております。 

小林 博議員 現在問題のあるところは何年間で直すという、例えば５年間で直していこうと

いう、そういう計画ということではないんですか。 

学校教育課長 校舎の単位ごとに急ぐところから改修を、校舎全体としてやっていくというも

のでございます。 

小林 博議員 前にやったこの長寿命化計画を立てるに当たって事前にやった調査報告という

のは見たことがありますけれど、それならもうそのレベルでもいいんじゃない

かという気がしますけどね。各施設の問題というのはずっと列挙してありまし

たからね。年限区切っても計画を立てないという、３０年というふうなスパン

で、そして必要なものからというふうにやるんなら、長寿命化計画要らないん

じゃないんですか。今、調査した各施設の問題点全部出しとるその資料があれ

ば、それでいいんじゃないんですか。 

学校教育課長 国のほうでその長寿命化計画の構成というものが決まっておりまして、その中

では大きく７つの項目を定めるようにというふうになっております。昨年度、

実施したところといいますのは、その中の対象施設等の実態把握ということで、

老朽化度の調査、それから運用活用の状況の実態把握というようなことをやっ

ておりまして、ほかの６項目については今年度策定をするということになって

おります。 

小林 博議員 何でこういうことをほかの議員さんも質問されたのにまたしつこく言うかとい

いますとね、例えば福崎小学校の北校舎、古いんですね。あれね。トイレなん

て本当に今行ってもよく傷んでいるし、臭うんですわ。この問題を議会で取り

上げてから何年になります。もう亡くなった志水課長が学校教育課長で座っと

ったそのころから長寿命化計画と言っていますよ。一体いつになることやらわ

からんから聞きよんです。トイレいうたら長寿命化の中でとかおっしゃって、

本当にこれじゃ環境よくなりませんけど。 

       それから、防災の避難所になるようなところだから学校の空調とかトイレとか

いうのは優先してやろうというふうになったと、この文科省からの流れて出る

資料には書いてある。そういうことならもうちょっと力を入れた計画にしてほ

しいですね。 

       以上です。終わります。 

議    長 以上で、小林 博議員の一般質問を終わります。 

       本日の一般質問は、これにて終了いたします。 

       以上で、本会議４日目の日程は全て終了しました。 

       本日はこれにて散会いたします。お疲れさまでございました。 

 

散会 午後１時１９分 


